
 

 

基 発 0 7 0 1第 １ 号 

令和元年７月１日 

 

 都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長  

         （公印省略） 

 

「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」の策定について 

 

 

 標記については、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第68条の２等により対

策を進めているところであるが、健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律

第78号）が昨年７月25日に公布され、本年１月24日より順次施行されているところ

である。 

 今般、これらの施行を踏まえ、改正後の健康増進法（平成14年法律第103号）及び

労働安全衛生法第68条の２と相まって、健康増進法に規定された事項を含め、事業

者が実施すべき事項を一体的に示すことで、事業者における受動喫煙防止対策の一

層の推進を図るため、「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」を別添

のとおり策定したところである。 

 都道府県労働局長におかれては、本ガイドラインの周知徹底を図るとともに、関

係事業場への適切な指導に遺漏なきを期されたい。 

 なお、別添２により、関係団体に対して要請していることを申し添える。 

 おって、本通達をもって、平成27年５月15日付け基安発0515第１号「労働安全衛

生法の一部を改正する法律に基づく職場の受動喫煙防止対策の実施について」は廃

止する。 

 

別添



 



（別添） 
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職場における受動喫煙防止のためのガイドライン 

 

１ 趣旨等 

職場における受動喫煙防止については、労働安全衛生法（昭和 47年法律第

57 号。以下「安衛法」という。）第 68 条の２により対策を進めているところ

であるが、これに関連し、昨年７月、健康増進法の一部を改正する法律（平成

30 年法律第 78 号。以下「改正法」という。）が成立・公布されたところであ

る。 

改正法は、国民の健康の向上を目的として、多数の者が利用する施設等の管

理権原者等に、当該多数の者の望まない受動喫煙を防止するための措置義務を

課すものである。一方、安衛法は、職場における労働者の安全と健康の保護を

目的として、事業者に、屋内における当該労働者の受動喫煙を防止するための

措置について努力義務を課すものである。 

本ガイドラインは、改正法が本年１月 24日より順次施行されていることに

伴い、改正法による改正後の健康増進法（平成 14年法律第 103号。以下「健

康増進法」という。）で義務付けられる事項及び安衛法第 68条の２により事業

者が実施すべき事項を一体的に示すことを目的とするものである。 

なお、事業者と管理権原者が異なる場合、当該事業者は、本ガイドラインに

基づく対応に当たり、健康増進法の規定が遵守されるよう、管理権原者と連携

を図る必要がある。 

 

２ 用語の定義 

本ガイドラインで使用する用語の定義は、次に掲げるとおりであること。 

(1) 施設の「屋外」と「屋内」 

「屋内」とは、外気の流入が妨げられる場所として、屋根がある建物で

あって、かつ、側壁がおおむね半分以上覆われているものの内部を指し、

これに該当しないものは「屋外」となること。 

(2) 第一種施設 

「第一種施設」とは、多数の者が利用する施設のうち、学校、病院、児

童福祉施設その他の受動喫煙により健康を損なうおそれが高い者が主と

して利用する施設として健康増進法施行令（平成 14 年政令第 361 号）第

３条及び健康増進法施行規則（平成 15年厚生労働省令第 86 号）第 12条

から第 14 条までに規定するもの並びに国及び地方公共団体の行政機関の

庁舎（行政機関がその事務を処理するために使用する施設に限る。）をい

うこと。 

(3) 第二種施設 

「第二種施設」とは、多数の者が利用する施設のうち、第一種施設及び

喫煙目的施設以外の施設（一般の事務所や工場、飲食店等も含まれる。）を

いうこと。 
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(4) 喫煙目的施設 

「喫煙目的施設」とは、多数の者が利用する施設のうち、その施設を利

用する者に対して、喫煙をする場所を提供することを主たる目的とする施

設であって、次に掲げるものをいうこと。 

ア 公衆喫煙所 

施設の屋内の場所の全部を、専ら喫煙をする場所とするもの。 

イ 喫煙を主たる目的とするバー、スナック等 

たばこの対面販売（出張販売を含む。）をしており、施設の屋内の場所

において喫煙する場所を提供することを主たる目的とし、併せて設備を

設けて客に飲食をさせる営業（「通常主食と認められる食事」を主として

提供するものを除く。）を行う事業場。 

ウ 店内で喫煙可能なたばこ販売店 

たばこ又は専ら喫煙の用に供するための器具の販売（たばこの販売に

ついては、対面販売をしている場合に限る。）をし、施設の屋内の場所に

おいて喫煙をする場所を提供することを主たる目的とする事業場（設備

を設けて客に飲食をさせる営業を行うものを除く。）。 

(5) 既存特定飲食提供施設 

「既存特定飲食提供施設」とは、次に掲げる要件を全て満たすものをい

うこと。 

ア 令和２年４月１日時点で、営業している飲食店であること。 

イ 個人又は資本金 5,000万円以下の会社が経営しているものであること

（一の大規模会社が発行済株式の総数の２分の１以上を有する場合など

を除く。）。 

ウ 客席面積が 100平方メートル以下であること。 

(6) 特定屋外喫煙場所 

「特定屋外喫煙場所」とは、第一種施設の屋外の場所の一部のうち、当

該第一種施設の管理権原者によって区画され、受動喫煙を防止するために

健康増進法施行規則で定める必要な措置がとられた場所をいうこと。 

(7) 喫煙専用室 

「喫煙専用室」とは、第二種施設等の屋内又は内部の場所の一部の場所

であって、構造及び設備がその室外の場所（第二種施設等の屋内又は内部

の場所に限る。）へのたばこの煙の流出を防止するための技術的基準に適

合した室を、専ら喫煙をすることができる場所として定めたものをいうこ

と。 

専ら喫煙をする用途で使用されるものであることから、喫煙専用室内で

飲食等を行うことは認められないこと。 

(8) 指定たばこ専用喫煙室 

「指定たばこ専用喫煙室」とは、第二種施設等の屋内又は内部の場所の

一部の場所であって、構造及び設備がその室外の場所（第二種施設等の屋
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内又は内部の場所に限る。）への指定たばこ（加熱式たばこをいう。）の煙

の流出を防止するための技術的基準に適合した室を、指定たばこのみ喫煙

をすることができる場所として定めたものをいうこと。 

指定たばこ専用喫煙室内では、飲食等を行うことが認められていること。 

 

３ 組織的対策 

(1) 事業者・労働者の役割 

職場における受動喫煙防止対策を効果的に進めていくためには、企業に

おいて、組織的に実施することが重要であり、事業者は衛生委員会、安全

衛生委員会等（以下「衛生委員会等」という。）の場を通じて、労働者の受

動喫煙防止対策についての意識・意見を十分に把握し、事業場の実情を把

握した上で、各々の事業場における適切な措置を決定すること。 

職場の受動喫煙防止対策の推進のためには、当該事業場に従事する労働

者の意識、行動等の在り方が特に重要であるため、労働者は事業者が決定

した措置や基本方針を理解しつつ、衛生委員会等の代表者を通じる等によ

り、必要な対策について積極的に意見を述べることが望ましいこと。 

(2) 受動喫煙防止対策の組織的な進め方 

職場における受動喫煙防止対策の実施に当たり、事業者は、事業

場の実情に応じ、次のような取組を組織的に進めることが必要であ

ること。 

ア 推進計画の策定 

事業者は、事業場の実情を把握した上で、受動喫煙防止対策を推進す

るための計画（中長期的なものを含む。以下「推進計画」という。）を策

定すること。この場合、安全衛生に係る計画、衛生教育の実施計画、健

康保持増進を図るため必要な措置の実施計画等に、職場の受動喫煙防止

対策に係る項目を盛り込む方法もあること。 

推進計画には、例えば、受動喫煙防止対策に関し将来達成する目標と

達成時期、当該目標達成のために講じる措置や活動等があること。 

なお、推進計画の策定の際は、事業者が参画し、労働者の積極的な協

力を得て、衛生委員会等で十分に検討すること。 

イ 担当部署の指定 

事業者は、企業全体又は事業場の規模等に応じ、受動喫煙防止対策の

担当部署やその担当者を指定し、受動喫煙防止対策に係る相談対応等を

実施させるとともに、各事業場における受動喫煙防止対策の状況につい

て定期的に把握、分析、評価等を行い、問題がある職場について改善の

ための指導を行わせるなど、受動喫煙防止対策全般についての事務を所

掌させること。 

また、評価結果等については、経営幹部や衛生委員会等に適宜報告し、

事業者及び事業場の実情に応じた適切な措置の決定に資するようにす
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ること。 

ウ 労働者の健康管理等 

事業者は、事業場における受動喫煙防止対策の状況を衛生委員会等に

おける調査審議事項とすること。また、産業医の職場巡視に当たり、受

動喫煙防止対策の実施状況に留意すること。 

エ 標識の設置・維持管理 

事業者は、施設内に喫煙専用室、指定たばこ専用喫煙室など喫煙する

ことができる場所を定めようとするときは、当該場所の出入口及び施設

の主たる出入口の見やすい箇所に必要な事項を記載した標識を掲示し

なければならないこと。 

なお、ピクトグラムを用いた標識例については、「『健康増進法の一部

を改正する法律』の施行について」（平成 31年健発 0222第１号）の別添

３や「なくそう！望まない受動喫煙」ホームページを参照すること。 

オ 意識の高揚及び情報の収集・提供 

事業者は、労働者に対して、受動喫煙による健康への影響、受動喫煙

の防止のために講じた措置の内容、健康増進法の趣旨等に関する教育や

相談対応を行うことで、受動喫煙防止対策に対する意識の高揚を図るこ

と。さらに、各事業場における受動喫煙防止対策の担当部署等は、他の

事業場の対策の事例、受動喫煙による健康への影響等に関する調査研究

等の情報を収集し、これらの情報を衛生委員会等に適宜提供すること。 

カ 労働者の募集及び求人の申込み時の受動喫煙防止対策の明示 

事業者は、労働者の募集及び求人の申込みに当たっては、就業の場所

における受動喫煙を防止するための措置に関する事項を明示すること。

明示する内容としては、例えば以下のような事項が考えられること。 

・施設の敷地内又は屋内を全面禁煙としていること。 

・施設の敷地内又は屋内を原則禁煙とし、特定屋外喫煙場所や喫煙専用

室等を設けていること。 

・施設の屋内で喫煙が可能であること。 

(3) 妊婦等への特別な配慮 

事業者は、妊娠している労働者や呼吸器・循環器等に疾患を持つ労働者、

がん等の疾病を治療しながら就業する労働者、化学物質に過敏な労働者な

ど、受動喫煙による健康への影響を一層受けやすい懸念がある者に対して、

下記４及び５に掲げる事項の実施に当たり、これらの者への受動喫煙を防

止するため、特に配慮を行うこと。 

 

４ 喫煙可能な場所における作業に関する措置 

(1) 20歳未満の者の立入禁止 

事業者は、健康増進法において、喫煙専用室などの喫煙可能な場所に 20

歳未満の者を立ち入らせることが禁止されていることから、20歳未満の労
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働者を喫煙専用室等に案内してはならないことはもちろん、20歳未満の労

働者を喫煙専用室等に立ち入らせて業務を行わせないようにすること（喫

煙専用室等の清掃作業も含まれる。）。 

また、20歳未満と思われる者が喫煙専用室等に立ち入ろうとしている場

合にあっては、施設の管理権原者等に声掛けをすることや年齢確認を行う

ことで20歳未満の者を喫煙専用室等に立ち入らせないようにさせること。 

(2) 20歳未満の者への受動喫煙防止措置 

事業者は、健康増進法において適用除外の場所となっている宿泊施設の

客室（個室に限る。）や職員寮の個室、特別養護老人ホーム・有料老人ホー

ムなどの入居施設の個室、業務車両内等についても、望まない受動喫煙を

防止するため、20 歳未満の者が喫煙可能な場所に立ち入らないよう措置

を講じること。 

(3) 20歳以上の労働者に対する配慮 

事業者は、20歳以上の労働者についても、望まない受動喫煙を防止する

趣旨から、事業場の実情に応じ、次に掲げる事項について配慮すること。 

ア 勤務シフト、勤務フロア、動線等の工夫 

望まない受動喫煙を防止するため、勤務シフトや業務分担を工夫する

こと。また、受動喫煙を望まない労働者が喫煙区域に立ち入る必要のな

いよう、禁煙フロアと喫煙フロアを分けることや喫煙区域を通らないよ

うな動線の工夫等について配慮すること。 

イ 喫煙専用室等の清掃における配慮 

喫煙専用室等の清掃作業は、室内に喫煙者がいない状態で、換気によ

り室内のたばこの煙を排出した後に行うこと。やむを得ず室内のたばこ

の煙の濃度が高い状態で清掃作業を行わなければならない場合には、呼

吸用保護具の着用等により、有害物質の吸入を防ぐ対策をとること。ま

た、吸い殻の回収作業等の際には、灰等が飛散しないよう注意して清掃

を行うこと。 

ウ 業務車両内での喫煙時の配慮 

営業や配達等の業務で使用する車両内などであっても、健康増進法に

おいて喫煙者に配慮義務が課せられていることを踏まえ、喫煙者に対し、

望まない受動喫煙を防止するため、同乗者の意向に配慮するよう周知す

ること。 

 

５ 各種施設における受動喫煙防止対策 

(1) 第一種施設 

事業者は、第一種施設が健康増進法により「原則敷地内禁煙」とされて

いることから、第一種施設内では、受動喫煙を防止するために必要な別紙

１の技術的基準を満たす特定屋外喫煙場所を除き、労働者に敷地内で喫煙

させないこと。また、技術的基準を満たすための効果的手法等の例には、
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別紙２に示すものがあること。 

(2) 第二種施設 

ア 事業者は、第二種施設が健康増進法により「原則屋内禁煙」とされて

いることから、第二種施設内では、次に掲げるたばこの煙の流出を防止

するための技術的基準に適合した室を除き、労働者に施設の屋内で喫煙

させないこと。 

(ｱ) 喫煙専用室 

喫煙専用室は、別紙１のたばこの煙の流出を防止するための技術

的基準を満たすものでなければならないこと。また、技術的基準を

満たすための効果的手法等の例には、別紙２に示すものがあること。 

(ｲ) 指定たばこ専用喫煙室 

指定たばこ専用喫煙室は、別紙１の指定たばこの煙の流出を防止

するための技術的基準を満たすものでなければならないこと。また、

技術的基準を満たすための効果的手法等の例には、別紙２に示すも

のがあること。 

イ 事業者は、望まない受動喫煙を防止するため、指定たばこ専用喫煙室

を設ける施設の営業について広告又は宣伝をするときは、指定たばこ専

用喫煙室の設置施設であることを明らかにしなければならないこと。 

ウ 事業者は、受動喫煙を望まない者が指定たばこ専用喫煙室において業

務や飲食を避けることができるよう配慮すること。 

エ 施設の屋内を全面禁煙とし、屋外喫煙所（閉鎖系に限る。）を設ける場

合にあっては、これらに要する経費の一部については助成を受けること

ができること。 

(3) 喫煙目的施設 

ア 事業者は、望まない受動喫煙を防止するため、喫煙目的室を設ける施

設の営業について広告又は宣伝をするときは、喫煙目的室の設置施設で

あることを明らかにしなければならないこと。 

イ 事業者は、受動喫煙を望まない者が、喫煙目的室であって飲食等可能

な室内において、業務や飲食を避けることができるよう配慮すること。 

(4) 既存特定飲食提供施設 

ア 事業者は、望まない受動喫煙を防止するため、喫煙可能室を設ける施

設の営業について広告又は宣伝をするときは、喫煙可能室の設置施設で

あることを明らかにしなければならないこと。 

イ 事業者は、受動喫煙を望まない者が喫煙可能室において業務や飲食を

避けることができるよう配慮すること。また、業務上であるか否かにか

かわらず、受動喫煙を望まない者を喫煙可能室に同行させることのない

よう、労働者に周知すること。 

ウ 事業者は、望まない受動喫煙を防止するため、既存特定飲食提供施設

の飲食ができる場所を全面禁煙として喫煙専用室又は屋外喫煙所を設置
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する場合には、別紙１の技術的基準を満たす喫煙専用室を設ける、又は、

屋外喫煙所を設けることが望ましいこと。この場合、これらの措置（屋

外喫煙所にあっては閉鎖系に限る。）に要する経費の一部について助成を

受けることができること。 

エ 健康増進法により次に掲げる事項が求められていることから、事業者

はそれらの事項が実施されているか管理権原者に確認すること。 

(ｱ) 既存特定飲食提供施設の要件に該当することを証する書類を備え

ること。 

(ｲ) 喫煙可能室設置施設の届出を保健所に行うこと。 

 

６ 受動喫煙防止対策に対する支援 

事業者は、５の(2)及び(4)の助成対象となる措置に要する費用の一部への助

成など、職場の受動喫煙防止対策に取り組む事業者への支援制度を活用しよう

とするときは、次に掲げる各制度の問合せ先へ相談することができること。 

(1) 助成金に関する事項 

事業場の所在地を所管する都道府県労働局労働基準部健康主務課 

(2) 受動喫煙防止対策の技術的な相談 

厚生労働省ホームページで最新の問合せ先を確認すること。 

厚生労働省ホームページ： 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/kitsuen/index.html） 

(3) たばこの煙の濃度等の測定機器の無料貸出し 

厚生労働省ホームページ（同上）で最新の問合せ先を確認すること。 

 



（別紙１） 
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健康増進法における技術的基準等の概要 

 

１ 第一種施設 

第一種施設において、喫煙をすることができる場所である特定屋外喫煙場所

を設置する場合は、次に掲げる要件を全て満たすものであること。 

(1) 喫煙をすることができる場所が区画されていること。 

「区画」とは、喫煙場所と非喫煙場所を明確に区別することができるも

のである必要があり、例えばパーテーション等による区画が考えられるこ

と。 

(2) 喫煙をすることができる場所である旨を記載した標識を掲示すること。 

(3) 第一種施設を利用する者が通常立ち入らない場所に設置すること。 

「施設を利用する者が通常立ち入らない場所」とは、例えば建物の裏や

屋上など、喫煙のために立ち入る場合以外には通常、当該施設の利用者（労

働者を含む。）が立ち入ることのない場所をいうこと。 

 

２ 第二種施設 

事業者は、第二種施設内に喫煙専用室又は指定たばこ専用喫煙室を設置しよ

うとする場合は、次に掲げる事項を満たすこと。 

なお、屋外喫煙所の設置に当たっては、別紙２を参考とすること。 

(1) 喫煙専用室 

ア 次に掲げるたばこの煙の流出を防止するための技術的基準に適合する

こと。 

(ｱ) 出入口において、室外から室内に流入する空気の気流が、0.2メー

トル毎秒以上であること。 

(ｲ) たばこの煙が室内から室外に流出しないよう、壁、天井等によって

区画されていること。 

(ｳ) たばこの煙が屋外又は外部の場所に排気されていること。 

イ 喫煙専用室の出入口及び当該喫煙専用室を設置する第二種施設等の主

たる出入口の見やすい箇所に次に掲げる必要事項を記載した標識を掲示

しなければならないこと。 

なお、喫煙専用室を撤去するときは、当該標識を除去しなければなら

ないこと。 

(ｱ) 喫煙専用室標識 

・当該場所が専ら喫煙をすることができる場所である旨 

・当該場所への 20歳未満の者の立入りが禁止されている旨 

(ｲ) 喫煙専用室設置施設等標識 

・喫煙専用室が設置されている旨 

ウ 喫煙専用室へ 20歳未満の者を立ち入らせてはならないこと。 

(2) 指定たばこ専用喫煙室 
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ア 指定たばこ（加熱式たばこ）のみ喫煙可能であること。 

イ たばこの煙の流出を防止するための技術的基準（２の(1)のア）に適合

すること。 

ウ 施設の屋内又は内部の場所が複数階に分かれている場合であって、指

定たばこのみの喫煙をすることができる場所が当該施設等の１又は２以

上の階の全部の場所である場合における指定たばこの煙の流出を防止す

るための技術的基準は、イの要件に代えて、指定たばこの煙が、喫煙を

することができる階から喫煙をしてはならない階に流出しないよう、壁、

天井等によって区画されていること。また、喫煙してはならない階への

たばこの煙の流出を防止するための適切な措置が講じられていること。 

エ 指定たばこ専用喫煙室の出入口及び当該指定たばこ専用喫煙室を設置

する第二種施設等の主たる出入口の見やすい箇所に次に掲げる必要事項

を記載した標識を掲示しなければならないこと。 

なお、指定たばこ専用喫煙室を撤去するときは、当該標識を除去しな

ければならないこと。 

(ｱ) 指定たばこ専用喫煙室標識 

・当該場所が喫煙（指定たばこのみの喫煙をいう。）をすることがで

きる場所である旨 

・当該場所への 20歳未満の者の立入りが禁止されている旨 

(ｲ) 指定たばこ専用喫煙室設置施設等標識 

・指定たばこ専用喫煙室が設置されている旨 

オ 指定たばこ専用喫煙室へ 20 歳未満の者を立ち入らせてはならないこ

と。 

カ 当該指定たばこ専用喫煙室設置施設等の営業について広告又は宣伝を

するときは、当該指定たばこ専用喫煙室設置施設等が指定たばこ専用喫

煙室設置施設等である旨を明らかにしなければならないこと。この広告

又は宣伝は、ホームページや看板等の媒体において行う場合において明

瞭かつ正確に表示すること。 

 

３ 喫煙目的施設 

事業者は、喫煙目的施設内に喫煙目的室を設置しようとする場合は、次に掲

げる事項を満たすこと。 

(1) 喫煙目的施設の要件 

本文の２の用語の定義に合致すること。 

(2) 喫煙目的室の要件 

ア たばこの煙の流出を防止するための技術的基準（２の(1)のア）に適合

すること。 

イ 喫煙目的室の出入口及び当該喫煙目的室を設置する喫煙目的施設の主

たる出入口の見やすい箇所に下記に掲げる必要事項を記載した標識を掲
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示しなければならないこと。 

なお、喫煙目的室を撤去するときは、当該標識を除去しなければなら

ないこと。 

(ｱ) 喫煙目的室標識 

  ・当該場所が喫煙をすることができる場所である旨 

  ・当該場所への 20歳未満の者の立入りが禁止されている旨 

(ｲ) 喫煙目的室設置施設標識 

  ・喫煙目的室が設置されている旨 

ウ 事業者は、喫煙を主たる目的とするバー、スナック等及び店内で喫煙

可能なたばこ販売店にあっては、管理権原者が喫煙目的室設置施設の要

件に関する事項を帳簿に記載し保存しているか確認すること。 

エ 喫煙目的室へ 20歳未満の者を立ち入らせてはならないこと。 

オ 当該喫煙目的室設置施設の営業について広告又は宣伝をするときは、

当該喫煙目的室設置施設が喫煙目的室設置施設である旨を明らかにしな

ければならないこと。 

なお、この広告又は宣伝は、ホームページや看板等の媒体において行

う場合において明瞭かつ正確に表示すること。 

 

４ 既存特定飲食提供施設 

事業者は、既存特定飲食提供施設内に喫煙可能室を設置しようとする場合は、

次に掲げる事項を満たすこと。 

(1) 既存特定飲食提供施設の要件 

本文の２の用語の定義に合致すること。 

(2) 喫煙可能室 

ア たばこの煙の流出を防止するための技術的基準（２の(1)のア）に適合

すること。ただし、既存特定飲食提供施設の全部の場所を喫煙可能室と

する場合における技術的基準は、これに代えて、喫煙可能室以外の場所

にたばこの煙が流出しないよう、喫煙可能室が壁、天井等によって当該

喫煙可能室以外の場所と区画されていること。 

イ 喫煙可能室の出入口及び当該喫煙可能室を設置する既存特定飲食提供

施設の主たる出入口の見やすい箇所に下記に掲げる必要事項を記載した

標識を掲示しなければならないこと。 

なお、喫煙可能室を撤去するときは、当該標識を除去しなければなら

ないこと。 

(ｱ) 喫煙可能室標識 

・当該場所が喫煙をすることができる場所である旨 

・当該場所への 20歳未満の者の立入りが禁止されている旨 

(ｲ) 喫煙可能室設置施設標識 

・喫煙可能室が設置されている旨 
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ウ 喫煙可能室へ 20歳未満の者を立ち入らせてはならないこと。 

エ 喫煙可能室設置施設が下記に掲げる既存特定飲食提供施設の要件に該

当することを証明する書類を備え保存しなければならないこと。 

(ｱ) 喫煙可能室設置施設の客席部分の床面積に係る資料 

・「客席」とは、飲食をさせるために客に利用させる場所をいい、店

舗全体のうち、客席から明確に区分できる厨房、トイレ、廊下、会

計レジ、従業員専用スペース等を除いた部分を指すものであるこ

と。 

・「床面積に係る資料」とは、店舗図面等をいうものであること。 

(ｲ) 資本金の額又は出資の総額に係る資料（喫煙可能室設置施設が会

社により営まれるものである場合に限る。） 

・「資本金の額又は出資の総額に係る資料」とは、資本金の額や出資

の総額が記載された登記、貸借対照表、決算書、企業パンフレッ

ト等をいうものであること。 

オ 当該喫煙可能室設置施設の営業について広告又は宣伝をするときは、

当該喫煙可能室設置施設が喫煙可能室設置施設である旨を明らかにしな

ければならないこと。この広告又は宣伝は、ホームページや看板等の媒

体において行う場合において明瞭かつ正確に表示すること。 

カ 喫煙可能室設置の届出 

事業者は、喫煙可能室を設置した喫煙可能室設置施設の管理権原者が、

喫煙可能室設置施設が所在する施設等の類型に応じ、次のとおり届出を

行っているか確認すること。 

(ｱ) 旅客運送事業鉄道等車両等以外に所在するものは、健康増進法施

行規則等の一部を改正する省令（平成 31 年厚生労働省令第 17 号。

以下「改正省令」という。）附則様式第１号により、次に掲げる事項

を喫煙可能室設置施設の所在地の都道府県知事（保健所を設置する

市又は特別区にあっては、市長又は区長。以下同じ。）に届け出るこ

と。 

・喫煙可能室設置施設の名称及び所在地 

・喫煙可能室設置施設の管理権原者の氏名及び住所（法人にあっ

ては、喫煙可能室設置施設の管理権原者の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者の氏名） 

(ｲ) 旅客運送事業鉄道等車両等に所在するものは、改正省令附則様式

第１号により、次に掲げる事項を喫煙可能室設置施設の管理者の住

所地（法人にあっては、主たる事務所の所在地）の都道府県知事に届

け出ること。 

・喫煙可能室設置施設の名称及び当該喫煙可能室設置施設が所在

する旅客運送事業鉄道等車両等の車両番号その他これに類する

当該旅客運送事業鉄道等車両等を識別するための文字、番号、記
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号その他の符号 

・喫煙可能室設置施設の管理権原者の氏名及び住所（法人にあっ

ては、喫煙可能室設置施設の管理権原者の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者の氏名） 

 

 

 

 

 



（別紙２） 
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技術的基準を満たすための効果的な手法等の例 

 

１ 喫煙専用室 

喫煙専用室については、喫煙専用室内のたばこの煙を効果的に屋外へ排出す

るため、また、出入口から非喫煙区域にたばこの煙が流出することを防ぐため、

その設置場所及び施設構造を考慮する必要があること。 

(1) 喫煙専用室の設置場所 

就業する場所や人の往来が多い区域から適当な距離をとることが効果

的であること。 

また、中央管理方式の空気調和設備（エアコンディショナー）を採用し

ている建物にあっては、当該設備の吸気口がある区域に喫煙専用室を設置

すると、当該設備を通じて建物全体にたばこの煙が拡散する可能性が高い

ため、これを避けること。 

(2) 喫煙専用室の施設構造 

ア 壁の素材 

喫煙によりタバコのヤニ等が壁に付着するため、清掃が容易な素材と

すると喫煙専用室の維持管理がしやすいこと。 

また、屋内側に面した壁に窓等を設置し、喫煙専用室内部の状況が見

える構造にすると、火災予防対策や労務管理が容易となる効果があると

考えられること。 

イ 喫煙専用室内の備品類 

備品を設置する場合は必要最低限とし、出入口から喫煙専用室内への

気流を妨げないような構造や配置とすることが効果的であること。なお、

専ら喫煙の用途で使用することから、喫煙以外の用途で使用するものを

設置することは認められないこと。 

ウ 喫煙専用室の扉・給気口（ガラリ） 

喫煙中の喫煙専用室の扉の状態として、扉を常時開放しておく方法と、

扉を閉鎖して人が出入りするときのみ開放する方法があること。両手法

についての留意すべき事項は以下のとおりであること。 

なお、いずれの手法についても、喫煙専用室内の空気を屋外に排気す

る装置（以下「屋外排気装置」という。）等の機器を稼働させた状態にお

いて、扉を開放した際の開口面において喫煙専用室内に向かう気流 0.2

メートル毎秒以上が確保されていることが必要であること。 

(ｱ) 喫煙中、常時扉を開放して使用する手法 

出入口においてたばこの煙を防ぐ物理的な障壁がなく、気流でたば

この煙の漏れを防止しているため、空気調和設備の稼働時の空気の流

れの変化に特に注意する必要があること。 

(ｲ) 喫煙中は扉を閉鎖して使用し、人が出入りするときのみ扉を開放

する手法 
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喫煙専用室内への十分な給気を確保できるだけの給気口（ガラリ）

を扉や扉の開放時に遮られる側壁等に設置すること。 

開閉時に空気が乱れにくいため、スライド式の扉を設置するとより

効果的であること。 

エ 出入口におけるのれん等の設置 

喫煙専用室の出入口にのれん等を設置し、開口面積を狭めると、より

少ない換気量で一定以上の気流を確保することができること。 

オ エアカーテンの活用 

喫煙専用室の扉を開放して使用する場合等は、出入口にエアカーテ  

ン（天井等に取り付けたユニットから床に向かって空気を吹き出し、冷

暖房、煙、埃等の遮断を目的とした送風機器をいう。）を設置してたばこ

の煙の漏えいを防止する対策も考えられること。なお、たばこの煙が室

外に流出しないよう、風向きや風量を適切に調節する必要があること。 

カ 空気調和設備 

空気調和設備を使用する場合は、吹出し口の近傍に遮蔽板を設置する

など、空気調和設備から吹き出した空気が喫煙専用室の出入口における

気流に影響を与えないよう十分配慮すること。 

キ 屋外排気 

(ｱ) 屋外排気装置 

屋外排気装置の例として、換気扇、天井扇、ラインファン、遠心フ

ァン等があること。 

(ｲ) 喫煙専用室の形と屋外排気装置等の配置 

同じ床面積であれば喫煙専用室の形は長方形とし、出入口と屋外排

気装置は相対する短辺側に設けると、喫煙専用室内の効率的な換気が

可能となること。 

屋外排気装置で排気したたばこの煙が人の往来が多い区域や他の

建物の開口部に流入しないよう、排気する場所も含めて喫煙専用室の

設置場所は配慮することが望ましいこと。 

(ｳ) 技術的基準に関する経過措置 

① 施行時点で既に存在している建築物等であって、管理権原者の責

めに帰することができない事由によって、喫煙専用室の屋外排気が

困難な場合にあっては、たばこの煙の流出を防止するための技術的

基準（別紙１の２の(1)のア）に一定の経過措置が設けられている

こと。この場合、次に掲げる要件を満たす機能を有した脱煙機能付

き喫煙ブースを設置すること。 

・扉を開放した状態の開口面において喫煙専用室内に向かう気流

0.2メートル毎秒以上が確保されていること。 

・総揮発性有機化合物の除去率が 95％以上であること。 

・当該装置により浄化され、室外に排気される空気における浮遊
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粉じんの量が 0.015mg/㎥以下であること。 

② 当該喫煙ブースから排出された気体が室外（第二種施設等の屋内

又は内部の場所に限る。）に排気されるものであること。 

ク 機器のメンテナンス 

屋外排気装置については、経年使用により性能が低下するため、喫煙

頻度等の使用実態も鑑みて、おおむね１年に１回程度の適切な頻度でメ

ンテナンスを行うことが望ましいこと。 

また、脱煙装置については、フィルターの詰まりなどにより、集じん

効率等の性能が急激に低下するため、喫煙頻度等の使用実態も鑑みて、

おおむね 3ヶ月に 1回程度の適切な頻度で性能評価とメンテナンスを行

うことが望ましいこと。 

ケ 喫煙専用室の利用人数・面積 

一般的に、一定時間内の喫煙可能な本数は時間当たりの屋外排気量に

依存するため、喫煙専用室における屋外排気量から、同時に喫煙可能な

人数の目安を設定すること。 

(3) 喫煙専用室の使用方法の周知 

次に掲げる事項を利用者に周知することが効果的であること。 

ア 喫煙専用室内にたばこの煙が拡散するとたばこの煙の排出効率が悪く

なるため、可能な限り屋外排気装置の近くで喫煙すること。 

イ 同時に喫煙可能な人数の目安を遵守すること。 

ウ 喫煙専用室からの入退出時はたばこの煙が漏えいしやすいため、可能

な限りゆっくり入退出すること。 

エ 喫煙終了後は速やかにたばこの火を消すこと。 

オ 喫煙専用室の清掃中やメンテナンス中は喫煙しないこと。 

 

２ 指定たばこ専用喫煙室 

１を準用すること。この場合、「喫煙専用室」とあるのは「指定たばこ専用

喫煙室」と、「たばこ」とあるのは「指定たばこ」と読み替えること。ただし、

１の(2)のイについては喫煙以外の用途で使用するものを設置することが認め

られること。 

 

３ 屋外喫煙所 

屋外喫煙所については、屋根のみの構造や、屋根と一部の囲いのみの構造等

の「開放系」と、屋根と壁で完全に囲われ、屋外排気装置等で喫煙所内の環境

が管理されている「閉鎖系」に大別されること。なお、第一種施設に設置する

場合は、いずれの場合も特定屋外喫煙場所の技術的基準を満たすこと。 

(1) 屋外喫煙所の設置場所 

ア 事業場の建物の出入口や給気口、人の往来区域等からの距離 

(ｱ) 開放系の場合 
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建物の出入口や窓、吸気口（以下「建物出入口等」という。）、人の

往来が多い区域（例：通路や非喫煙者も使う休憩場所）から可能な限

り離して設置すると効果的であること。 

また、建物の構造等により、比較的風向きが安定している場所があ

れば、当該場所のうち直近の建物出入口等から見て風下側へ設置する

こと。 

(ｲ) 閉鎖系の場合 

屋外喫煙所の排気口から排出された空気や、屋外喫煙所の出入口

からのたばこの煙の漏えいを避けられる場所に設置すること。 

イ 通気環境 

通気が悪い場所に設置する場合には、たばこの煙の滞留に注意するこ

と。 

開放系については、建物の軒下や壁際に設置する場合には、屋根や壁

をつたって建物内にたばこの煙が流入する可能性を十分に考慮すると

ともに、建物出入口等の付近に設置する場合には、たばこの煙の建物出

入口等から建物内への流入に注意すること。 

(2) 屋外喫煙所の施設構造 

ア 外部からの視認性 

屋外喫煙所内部の状況が外部から見える構造にすると、火災予防対策

や労務管理が容易となる効果があること。 

イ 天井（屋根）、壁の構造及び屋外排気装置 

たばこの煙を速やかに屋外喫煙所の外に排出するためには、たばこの

煙が内部に滞留せず、また天井に沿って水平方向に拡散しないようにす

ることが効果的であること。 

ウ 喫煙専用室の考え方の準用（閉鎖系） 

閉鎖系の屋外喫煙所の施設構造は、喫煙専用室と類似しているため、

１の(2)のア、キの(ｱ)及び(ｲ)、ク並びにケに係る記載の内容を準用する

こと。この場合、「喫煙専用室」とあるのは「屋外喫煙所」と、「屋内側

に面した壁」とあるのは「屋外喫煙所の壁」と読み替えること。 

(3) 屋外喫煙所の使用方法の周知 

屋外喫煙所を効果的に使用するため、以下の事項を利用者へ周知するこ

と。 

ア 同時に喫煙可能な人数の目安を遵守すること。 

イ 喫煙終了後は速やかにたばこの火を消すこと。 

ウ 屋外喫煙所の清掃中やメンテナンス中は喫煙しないこと。 

 

４ 喫煙目的施設 

 たばこの煙の流出を防止するための技術的基準に適合した室を設置する場

合は１を準用すること。この場合、「喫煙専用室」とあるのは「喫煙目的室」
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と読み替えること。ただし、１の(2)のイについては、喫煙を主たる目的とす

るバー、スナック等及び店内で喫煙可能なたばこ販売店にあっては、喫煙以外

の用途で使用するものを設置することが認められること。 

 

５ 既存特定飲食提供施設 

(1) 喫煙可能室 

たばこの煙の流出を防止するための技術的基準に適合した室を設置す

る場合は１を準用すること。この場合、「喫煙専用室」とあるのは「喫煙可

能室」と読み替えること。ただし、１の(2)のイについては喫煙以外の用途

で使用するものを設置することが認められること。 

(2) 喫煙専用室及び屋外喫煙所 

１及び３を準用すること。 

 

６ その他共通する事項 

喫煙専用室等の出入口及び喫煙専用室等を設置する第二種施設等の主たる

出入口の見やすい箇所に標識を掲示する際、以下の事項についても表示するこ

とが効果的であること。 

(1) 同時に喫煙可能な人数の目安 

(2) 適切な使用方法 

 



 



（別添２） 

基 発 0 7 0 1第 ２ 号 

令和元年７月１日 

 

 別記事業者団体の長 宛て 

 

厚生労働省労働基準局長  

         （公印省略） 

 

「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」の策定について 

 

 

 標記については、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第68条の２等により対

策を進めているところですが、健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律第

78号）が昨年７月25日に公布され、本年１月24日より順次施行されているところで

す。 

 今般、これらの施行を踏まえ、改正後の健康増進法（平成14年法律第103号）及び

労働安全衛生法第68条の２と相まって、健康増進法に規定された事項を含め、事業

者が実施すべき事項を一体的に示すことで、事業者における受動喫煙防止対策の一

層の推進を図るため、「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」を別添

のとおり策定いたしました。 

 貴団体におかれては、本ガイドラインの趣旨を御理解の上、貴団体会員に対し周

知徹底を図るとともに、受動喫煙防止につきまして、一層の推進を図られますよう

お願い申し上げます。 

 なお、本通達をもって、平成27年５月15日付け基安発0515第１号「労働安全衛生

法の一部を改正する法律に基づく職場の受動喫煙防止対策の実施について」は廃止

いたします。 

 



 



別記 

 

JAM  

板硝子協会 

一般社団法人海外建設協会 

一般社団法人カメラ映像機器工業会 

一般社団法人建設産業専門団体連合会 

一般社団法人合板仮設材安全技術協会 

一般社団法人情報サービス産業協会 

一般社団法人新日本スーパーマーケット協会 

一般社団法人全国ＬＰガス協会 

一般社団法人全国乗用自動車連合会 

一般社団法人全国信用金庫協会 

一般社団法人全国信用組合中央会 

一般社団法人全国森林土木建設業協会 

一般社団法人全日本シティホテル連盟 

一般社団法人送電線建設技術研究会 

一般社団法人第二地方銀行協会 

一般社団法人電気通信事業者協会 

一般社団法人電子情報技術産業協会 

一般社団法人東京ガラス外装クリーニング協会 

一般社団法人日本映画製作者連盟 

一般社団法人日本映像ソフト協会 

一般社団法人日本空調衛生工事業協会 

一般社団法人日本くん蒸技術協会 

一般社団法人日本経済団体連合会 

一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

一般社団法人日本建設機械工業会 

一般社団法人日本建設機械施工協会 

一般社団法人日本ゴム工業会 

一般社団法人日本ゴルフ場経営者協会 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 

一般社団法人日本植物油協会 

一般社団法人日本総合病院精神医学会 

一般社団法人日本倉庫協会 

一般社団法人日本造船協力事業者団体連合会 

一般社団法人日本造船工業会 

一般社団法人日本電気協会 

一般社団法人日本電機工業会 

一般社団法人日本ビルヂング協会連合会 

一般社団法人日本不動産協会 

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会 

一般社団法人日本溶接協会 

一般社団法人日本旅館協会 

一般社団法人日本旅行業協会 

一般社団法人日本林業協会 

一般社団法人日本ロボット工業会 

一般社団法人林業機械化協会 

一般社団法人全国建設産業団体連合会 

一般社団法人日本食肉加工協会 

オール日本スーパーマーケット協会 

化成品工業協会 

クロロカーボン衛生協会 

健康保険組合連合会 

建設業労働災害防止協会 

公益財団法人産業医学振興財団 

公益社団法人全国解体工事業団体連合会 

公益社団法人全国産業廃棄物連合会 

公益社団法人全国自治体病院協議会 

公益社団法人全国通運協会 

公益社団法人全国都市清掃会議 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 

公益社団法人全国老人福祉施設協議会 

公益社団法人全日本トラック協会 

公益社団法人鉄道貨物協会 

公益社団法人日本新聞販売協会 

公益社団法人日本精神神経科診療所協会 

公益社団法人日本認知症グループホーム協会 

公益社団法人日本プラントメンテナンス協会 

公益社団法人日本精神神経学会 

公益社団法人リース事業協会 

公益社団法人日本精神保健福祉士協会 

公益社団法人日本給食サービス協会 

港湾貨物運送事業労働災害防止協会 

国立精神医療施設長協議会 

写真感光材料工業会 

精神医学講座担当者会議 

精糖工業会 

船員災害防止協会 

せんい強化セメント板協会 

全国仮設安全事業協同組合 



 

 

全国商工会連合会 

全国石油商業組合連合会 

全国セメント労働組合連合会 

全国タイヤ商工協同組合連合会 

全国農業協同組合中央会 

全日本紙器段ボール箱工業組合連合会 

全日本運輸産業労働組合連合会 

全日本家具商組合連合会 

全日本森林林業木材関連産業労働組合連合会 

中央労働災害防止協会 

電気事業連合会 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所 

日本ＬＰガス協会 

日本火薬工業会 

日本機械輸出組合 

日本光学工業協会 

日本鉱業協会 

日本酸化チタン工業会 

日本スーパーマーケット協会 

日本製薬工業協会 

日本石鹸洗剤工業会 

日本船舶輸出組合 

日本鋳鍛鋼会 

日本肥料アンモニア協会 

日本フェロアロイ協会 

日本プラスチック工業連盟 

日本無機薬品協会 

ビール酒造組合 

保健医療福祉労働組合協議会 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会 

硫酸協会 

林業・木材製造業労働災害防止協会 

ロックウール工業会 

一般財団法人建設業振興基金 

一般財団法人港湾労働安定協会 

一般財団法人食品産業センター  

一般財団法人石炭エネルギーセンター 

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会 

一般財団法人日本陶業連盟 

一般社団法人 日本自動車車体工業会 

一般社団法人 JATI協会 

一般社団法人セメント協会 

一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会 

一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

一般社団法人仮設工業会 

一般社団法人軽金属製品協会 

一般社団法人住宅生産団体連合会 

一般社団法人情報通信エンジニアリング協会 

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会 

一般社団法人信託協会 

一般社団法人新金属協会 

一般社団法人生命保険協会 

一般社団法人全国クレーン建設業協会 

一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 

一般社団法人全国介護事業者協議会 

一般社団法人全国銀行協会 

一般社団法人全国警備業協会 

一般社団法人全国建設業協会 

一般社団法人全国建設業労災互助会 

一般社団法人全国建設専門工事業団体連合会 

一般社団法人全国建築コンクリートブロック工業会 

一般社団法人全国石油協会 

一般社団法人全国測量設計業協会連合会  

一般社団法人全国地方銀行協会 

一般社団法人全国中小建設業協会 

一般社団法人全国中小建築工事業団体連合会 

一般社団法人全国特定施設事業者協議会 

一般社団法人全国木材組合連合会 

一般社団法人全国労働保険事務組合連合会 

一般社団法人大阪外食産業協会 

一般社団法人大日本水産会 

一般社団法人電気通信協会 

一般社団法人日本 DIY協会 

一般社団法人日本アルミニウム協会 

一般社団法人日本アルミニウム合金協会 

一般社団法人日本ガス協会 

一般社団法人日本クレーン協会 

一般社団法人日本ゴルフ場事業協会 

一般社団法人日本ショッピングセンター協会 

一般社団法人日本パン工業会 



 

 

一般社団法人日本プラント協会 

一般社団法人日本ベアリング工業会 

一般社団法人日本ボイラ協会 

一般社団法人日本ボイラ整備据付協会 

一般社団法人日本医療法人協会 

一般社団法人日本印刷産業機械工業会 

一般社団法人日本印刷産業連合会 

一般社団法人日本衛生材料工業連合会 

一般社団法人日本化学工業協会 

一般社団法人日本化学品輸出入協会 

一般社団法人日本化学物質安全・情報センター 

一般社団法人日本機械工業連合会 

一般社団法人日本橋梁・鋼構造物塗装技術協会 

一般社団法人日本橋梁建設協会 

一般社団法人日本金属プレス工業協会 

一般社団法人日本空調衛生工事業協会 

一般社団法人日本型枠工事業協会 

一般社団法人日本建設業経営協会 

一般社団法人日本建設業連合会 

一般社団法人日本建設躯体工事業団体連合会 

一般社団法人日本原子力産業協会 

一般社団法人日本工作機械工業会 

一般社団法人日本港運協会 

一般社団法人日本港湾福利厚生協会 

一般社団法人日本左官業組合連合会 

一般社団法人日本砂利協会 

一般社団法人日本砕石協会 

一般社団法人日本在外企業協会 

一般社団法人日本在宅介護協会 

一般社団法人日本産業・医療ガス協会 

一般社団法人日本産業カウンセラー協会 

一般社団法人日本産業機械工業会 

一般社団法人日本自動車会議所 

一般社団法人日本自動車機械器具工業会 

一般社団法人日本自動車工業会 

一般社団法人日本自動車部品工業会 

一般社団法人日本照明工業会 

一般社団法人日本食品機械工業会 

一般社団法人日本伸銅協会 

一般社団法人日本新聞協会 

一般社団法人日本人材派遣協会 

一般社団法人日本厨房工業会 

一般社団法人日本染色協会 

一般社団法人日本繊維状物質研究協会 

一般社団法人日本船主協会 

一般社団法人日本惣菜協会 

一般社団法人日本造園建設業協会 

一般社団法人日本造園組合連合会 

一般社団法人日本造船工業会 

一般社団法人日本損害保険協会 

一般社団法人日本鍛圧機械工業会 

一般社団法人日本鍛造協会 

一般社団法人日本中小型造船工業会 

一般社団法人日本鋳造協会 

一般社団法人日本鉄鋼連盟 

一般社団法人日本鉄道車輌工業会 

一般社団法人日本電子回路工業会 

一般社団法人日本電設工業協会 

一般社団法人日本電線工業会 

一般社団法人日本塗装工業会 

一般社団法人日本動力協会 

一般社団法人日本道路建設業協会 

一般社団法人日本鳶工業連合会 

一般社団法人日本乳業協会 

一般社団法人日本皮革産業連合会 

一般社団法人日本病院会 

一般社団法人日本弁当サービス協会 

一般社団法人日本芳香族工業会 

一般社団法人日本埋立浚渫協会 

一般社団法人日本民営鉄道協会 

一般社団法人日本民間放送連盟 

一般社団法人日本毛皮協会 

一般社団法人日本溶融亜鉛鍍金協会 

印刷インキ工業連合会 

塩ビ工業・環境協会  

化成品工業協会 

学校法人産業医科大学 

関西化学工業協会 

協同組合日本製パン製菓機械工業会 

公益財団法人 21世紀職業財団 



 

 

公益財団法人あしたの日本を創る協会 

公益財団法人安全衛生技術試験協会 

公益財団法人建設業福祉共済団 

公益財団法人産業医学振興財団 

公益財団法人日本小型貫流ボイラー協会 

公益財団法人日本消防協会 

公益社団法人日本専門新聞協会 

公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会 

公益社団法人産業安全技術協会 

公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 

公益社団法人全国火薬類保安協会 

公益社団法人全国都市清掃会議 

公益社団法人全国労働衛生団体連合会 

公益社団法人全国老人保健施設協会 

公益社団法人全日本病院協会 

公益社団法人東京医薬品工業協会 

公益社団法人日本べんとう振興協会 

公益社団法人日本医師会 

公益社団法人日本看護協会 

公益社団法人日本缶詰びん詰レトルト食品協会 

公益社団法人日本作業環境測定協会 

公益社団法人日本産業衛生学会 

公益社団法人日本歯科医師会 

公益社団法人日本精神科病院協会 

公益社団法人日本洗浄技能開発協会 

公益社団法人有機合成化学協会 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 

情報産業労働組合連合会  

政府関係法人連絡協議会 

製粉協会 

石灰石鉱業協会 

石油化学工業協会 

石油鉱業連盟 

石油連盟 

全国ガス労働組合連合会 

全国ホームヘルパー協議会 

全国飴菓子工業協同組合 

全国菓子工業組合連合会 

全国蒲鉾水産加工業協同組合連合会 

全国管工事業協同組合連合会 

全国基礎工業協同組合連合会 

全国漁業協同組合連合会 

全国健康保険協会 

全国建設業協同組合連合会 

全国建設労働組合総連合 

全国交通運輸労働組合総連合 

全国児童養護施設協議会 

全国社会就労センター協議会 

全国社会保険労務士会連合会 

全国森林組合連合会 

全国身体障害者施設協議会 

全国水産加工業協同組合連合会 

全国生コンクリート工業組合連合会 

全国製麺協同組合連合会 

全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟 

全国素材生産業協同組合連合会 

全国造船安全衛生対策推進本部 

全国段ボール工業組合連合会 

全国地区通運協会 

全国中小企業団体中央会 

全国電力関連産業労働組合総連合 

全国鍍金工業組合連合会 

全国乳児福祉協議会 

全国農業協同組合連合会 

全国保育協議会 

全国母子生活支援施設協議会 

全国法律関連労組連絡協議会 

全国労働組合総連合 

全国労働組合連絡協議会 

全日本パン協同組合連合会 

全日本菓子工業協同組合連合会 

全日本紙器段ボール箱工業組合連合会 

全日本紙製品工業組合 

全日本自動車産業労働組合総連合会 

全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会  

全日本爬虫類皮革産業協同組合 

電機・電子・情報通信産業経営者連盟 

電気事業連合会 

電線工業経営者連盟 

東京商工会議所 



 

 

特例社団法人プレハブ建築協会 

特例社団法人日本建設大工工事業協会 

独立行政法人労働者健康福祉機構 

奈良県毛皮革協同組合連合会 

日本アスベスト調査診断協会 

日本ソーダ工業会 

日本チェーンストア協会 

日本化学エネルギー産業労働組合連合会  

日本化学繊維協会 

日本化粧品工業連合会 

日本基幹産業労働組合連合会 

日本鉱業協会 

日本産業洗浄協議会 

日本商工会議所 

日本小売業協会 

日本証券業協会 

日本醤油協会 

日本食品関連産業労働組合総連合会  

日本生活協同組合連合会 

日本製紙連合会 

日本製薬団体連合会 

日本繊維染色連合会 

日本肥料アンモニア協会 

日本百貨店協会 

日本紡績協会 

日本麻紡績協会 

日本郵政グループ労働組合 

日本溶剤リサイクル工業会 

日本羊毛紡績会 

日本労働組合総連合会  


